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1. 区域施策編策定の基本的事項・背景 
 

ア.  地球温暖化と気候変動の影響 
太陽からの光は、地球の大気を素通りし

て地面を暖め、その地表から放射される熱
を温室効果ガスが吸収し大気を暖めてい
ます。これにより地球の温度は保たれてい
ますが、近年、産業活動が活発になり、⼆
酸化炭素、メタン、さらにはフロン類など
の温室効果ガスが大量に排出されて大気
中の濃度が⾼まり、熱の吸収が増えた結
果、気温が上昇し始めています。これが球
温暖化です。 

地球温暖化の進⾏に伴う気候変動の影響として、気温上昇や災害、生態系の変化のほ
か、健康被害などが発生すると予測されています。 

イ.  地球温暖化対策をめぐる国際的な動向 
世界では、2015 年（平成 27）年に「持続可能な開発のための 2030 年アジェンダ」

が採択、「持続可能な開発目標（SDGs）」が設定され、その目標（ゴール）には直接的な
気候変動への対策が設定されています。また、同年に国連気候変動枠組条約第 21 回締
約国会議（COP21）が開催、「パリ協定」が採択され、世界の平均気温の上昇を産業革
命前と比べて 2.0℃より十分低く保つとともに（2℃目標）、1.5℃に抑える努⼒をする
こと（1.5℃目標）とし、すべての国々が地球温暖化対策に取り組んでいく枠組みが構
築されました。 

ウ. 地球温暖化対策をめぐる国内の動向・気候変動の適応 
日本では、2020（令和 2）年に、「2050（令和 32）年までに、温室効果ガスの排出

を全体としてゼロにする、すなわち
2050 年カーボンニュートラル、脱炭
素社会の実現をめざす」が宣言、翌
2021 年には「2030 年度の温室効果
ガスの削減目標を 2013(平成 25)年
度比 46％削減、さらに⾼みをめざす」
旨が公表され、脱炭素社会の実現を目
指した取り組みが進められています 

また、2018（平成 30）年には、「気
候変動適応計画」が閣議決定され、温

図 1-1 温室効果ガスと地球温暖化のしくみ 
 

図 1-2 緩和策と適応策  
出典︓気候変動適応情報プラットフォーム 
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室効果ガスの排出を抑制する取り組みである「緩和策」への取り組みと同時に、将来予
測される気候変動の影響による被害の回避・低減を図る「適応策」に取り組むことが重
要とされています。 

 
エ.  静岡県における地球温暖化対策のこれまでの取り組みや今後の取組方針 

 静岡県は、2022（令和 4）年 3 月に「第 4 次静岡県地球温暖化対策実⾏計画（区域
施策編）」が、策定され、「2030 年度の温室効果ガスの削減目標を 2013 年度比 46.6％
削減」を掲げています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
オ.  伊豆市における地球温暖化対策のこれまでの取り組みや今後の取組方針 
   本市では、これまで市ホームページ掲示等により「地球温暖化対策」に関して、環

境に配慮した暮らし等の啓発を実施してきました。また、脱炭素社会の実現に向けて
令和４年６月 20 日に、伊豆市ゼロカーボン戦略「かけがえのない地球を守る⼩作戦」
を宣言しました。宣言においては、2050 年までにカーボンニュートラルとプラスチ
ックごみ排出ゼロ等を目指しています。 

また、本市では「静岡県発⾏「グリーン
ボンド」の購入(令和 4 年 9 月 29 日)」等
の取り組みを⾏っています。静岡グリーン
ボンド発⾏による調達資⾦は、市が期待す
る「創エネ」の推進や良好な森林環境の維
持に関連した事業等に活用されます。 

 
 

図 1-3  静岡県 2030 年度に関する目標 
出典︓「第 4 次静岡県地球温暖化対策実⾏計画（区域施策編）」 
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図 1-4 伊豆市ゼロカーボン戦略「かけがえのない地球を守る⼩作戦」宣言文 
出典︓伊豆市 HP 



4 
 

 「伊豆市地球温暖化対策実⾏計画（区域施策編）」（以下、本計画とする）は、「地球温暖
化対策の推進に関する法律」第 21 条第 3 項に基づく、本市の自然的社会的条件に応じて、
温室効果ガスの排出の抑制等を⾏うための施策に関する事項を定めた計画です。 
 

 本計画では、「地球温暖化対策の推進に関する法律」法 2 条第３項に規定される次の 7 種
類の温室効果ガスのうち、⼆酸化炭素（CO₂）を対象とします。 
 

表 1-1 温室効果ガスの種類 
温室効果ガス 排出源 地球温暖化係数※ 

⼆酸化炭素（CO₂） 化⽯燃料の燃焼など 1 

メタン（CH4） 燃料の燃焼や⽔⽥、廃棄物の埋
⽴、家畜の腸内発酵など 25 

一酸化⼆窒素（N2O） 燃料の燃焼や下⽔汚泥の処理、 
家畜の排泄物など 298 

ハイドロフルオロカーボン類（HFC） エアコンや冷蔵庫の使用など 12〜14,800 

パーフルオロカーボン類（PFCs） 半導体の製造プロセスなど 7,390〜17,340 
六フッ化硫⻩（SF6） 電気の絶縁体など 22,800 

三フッ化窒素（NF3） 半導体の製造プロセスなど 17,200 
※地球温暖化係数︓⼆酸化炭素を基準にして、ほかの温室効果ガスがどれだけ温暖化する能⼒

があるかを表した数字のこと。 
 

本計画では、2013 年度を基準年度とし、2030 年度を目標年度とします。また、計画期
間は、策定年度である 2023 年度の翌年である 2024 年度からの 7 年間とします。⾒直し
の時期の設定については、適宜実施することとします。 

表 1-2 本計画の基準年度、目標年度及び計画期間 
平成 
25 年 

・・・ 令和 
２年 

令和 
３年 

令和 
5 年 

令和 
6 年 

・・・ ・・・ 令和 
12 

2013 ・・・ 2020 2021 2023 2024 ・・・ ・・・ 2030 
基準年度 ・・・ 現状年度 

※ 
 策定年度 対策・施策の進捗把握 

定期的に⾒直しの検討 

目標年度 

計画期間 
※現状年度は、排出量を推計可能な直近の年度を指します。 
  



5 
 

本計画の推進にあたっては、総合計画など市が策定する各種計画及び実施する事業等と
の整合・連携を図ることとします。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-5 計画の位置付け 

本市では、推進体制として、市⺠・事業者・⾏政等の多様な主体が連携して取り組む体制
を構築・運営します。庁内体制にあっては、市⻑をトップとし、全ての部局が参画する横断
的な庁内体制の構築・運営を検討します。 

さらに、地域の脱炭素化を担当する部局・職員における知⾒・ノウハウの蓄積や、庁外部
署との連携や地域とのネットワーク構築等も重要であり、庁外体制の構築についても検討
を進めます。 

 
図 1-6 計画の推進体制  
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伊豆市地球温暖化対策実⾏計画 ※ 

  
＜事務事業編＞   

  

説明   指示  

検討   連携・協⼒  

 第４次 
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本市の自然的・社会的条件等区域の特徴を踏まえ、他の関係⾏政施策との整合を図りな
がら、本計画の施策を検討し、地球温暖化対策に取り組むこととします。 

 
ア.  地域の概要（地域の成り⽴ち、位置、面積など） 

本市は、伊豆半島の中央部に位置し、直線距離で東京から約 100 キロメートル、静
岡市から約 60 キロメートルとなっています。豊かな自然環境に恵まれ、南側は天城山
系の山並みに囲まれ、⻄側では⻘く澄んだ駿河湾に面しています。中央部には天城山か
ら発する狩野川が流れ、北部はその沖積層により形成された⽥方平野となって開けて
います。 

面積は、東⻄約 25 キロメートル、南
北約 20 キロメートル、面積は 363.97 平
方キロメートルで、静岡県の総面積の
4.7％を占めています。 

⼟地利用は、森林が約 70％、⽥・畑が
約 4％、宅地が約 2％を占めています。 

 
 

 
 
イ.  気候概況 
   本市は、太平洋側の気候の影響から温暖な気候に恵まれ、年間を通じた平均気温は

15 度前後で、山間部などの地域で降⽔量の多いところもありますが、全体としては穏

やかで住みやすい気候となっています。 

 
図 1-8 市域の年間平均気温及び年間降⽔量 出典︓伊豆市統計書(令和 2 年度) 
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図 1-7 地目別⼟地面積  
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ウ.  人口と世帯数 
   市の人口は、国勢調査によると減少傾向にあり、2020（令和２）年 10 月 1 日時点

の人口は 28,190 人、世帯数は 11,449 世帯です。年齢別では 15 歳未満の年少人口は、
実数・構成比ともに年々減少しており、少⼦化の傾向が強まってきています。一方、65
歳以上の⽼年人口は、実数・構成比ともに年々増加しており、⾼齢化の傾向が強まって
きており、少⼦⾼齢化が進⾏しています。本市では、「2045（令和 27）年に約 21,000
人」を目標人口として設定しています。 

 
図 1-9  年齢 3 区分別人口と目標人口 

 出典「伊豆市 まち・ひと・しごと創生第 2 期人口ビジョン」（令和 2 年 2 月） 
 

エ.  地域の産業の動向 
   本市の就業者数は、1995（平成

7）年をピークに 2000（平成 12）
年に減少に転じ、その後減少傾向
です。産業大分類別でみると、第
３次産業の就業者が最も多く、
年々占める割合も⾼くなっていま
す。 第１次産業・第２次産業は一
貫して減少傾向となっており、ま
た第３次産業は 1995（平成 7）年
に増加したものの、それ以降は減
少傾向となっています。 

 
 
 
 

本市では、産業中分類別でみると、宿泊・飲食サービス業が最も生産額が大きく、地
域の代表的な産業であり市域全体に及ぼす影響が大きいことがわかります。 

図 1-10  産業分類別就業者数の推移 
出典︓「伊豆市の新しい都市計画」マスタープラン(令和 3 年 10 月)・
国勢調査 
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図 1-11  市域の産業別生産額 出典︓地域経済循環分析ツール(2018 年度版） 

 
オ.  地域の再生可能エネルギー 

 本市の再生可能エネル
ギー導入状況は、太陽光発
電が約 90％を占め、残り
を⽔⼒発電が占めていま
す。 
 
 
 

         図 1-12 本市域の再生可能エネルギーの導入容量(2021 年度) 
出典︓自治体排出量カルテ 

 
 本市の再生可能エネル
ギーの導入ポテンシャル
（以降、再エネ導入ポテン
シャルとする）は、風⼒発
電が約 60％、次いで太陽
光発電、地中熱、地熱及び
中⼩⽔⼒発電の順に再エ
ネ導入ポテンシャルが⾼
い状況にあります。 
 
         図 1-13 本市域の再生可能エネルギーの導入ポテンシャル  

出典︓自治体排出量カルテ・自治体再エネ情報カルテ（概要版） 

241 

229 

184 184 

165 

117 

86 

58 55 54 51 47 44 
35 

30 28 27 24 22 19 19 17 15 12 11 8 7 5 5 1 0 0 0 0 0 0 0 0 

0

50

100

150

200

250

300

宿
泊
・
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

保
健
衛
生
・
社
会
事
業

住
宅
賃
貸
業

建
設
業

非
鉄
金
属

そ
の
他
の
サ
ー
ビ
ス

小
売
業

教
育

運
輸
・
郵
便
業

専
門
・
科
学
技
術
、
業
務
支
援
サ
ー
ビ
…

情
報
通
信
業

公
務

金
融
・
保
険
業

は
ん
用
・
生
産
用
・
業
務
用
機
械

情
報
・
通
信
機
器

農
業

林
業

廃
棄
物
処
理
業

食
料
品

金
属
製
品

そ
の
他
の
製
造
業

卸
売
業

電
気
業

窯
業
・
土
石
製
品

電
気
機
械

水
道
業

輸
送
用
機
械

鉱
業

そ
の
他
の
不
動
産
業

印
刷
業

水
産
業

繊
維
製
品

パ
ル
プ
・
紙
・
紙
加
工
品

化
学

石
油
・
石
炭
製
品

鉄
鋼

電
子
部
品
・
デ
バ
イ
ス

ガ
ス
・
熱
供
給
業

産
業
別
生
産
額
（
億
円
）

中区分 導入ポテンシャル 単位
建物系 210 MW
⼟地系 142 MW
合計 352 MW
陸上風⼒ 778 MW
河川部 42 MW
農業用⽔路 0 MW
合計 42 MW
合計 34 MW

1,207 MW
3,306,282 MWh/年

573,888 GJ/年
1,787,595 GJ/年

2,361,484 GJ/年
再生可能エネルギー

（熱）合計

■ポテンシャルに関する情報

風⼒

中⼩⽔⼒

地熱

再生可能エネルギー
（電気）合計

太陽熱
地中熱

大区分

太陽光

太陽光発電

（10kW未満）

13%

太陽光発電

（10kW以上）

74%

⽔⼒発電

13%

29,754 kW

伊豆市域の再生可能
エネルギー導⼊容量計

太陽光発電（10kW未満）
太陽光発電（10kW以上）
風⼒発電
⽔⼒発電
地熱発電
バイオマス発電

太陽光発電

13%

風⼒発電

58%

中⼩⽔⼒発電

7%

地熱発電

8%

太陽熱

2%
地中熱

12%

143 億MJ

再生可能エネルギー
ポテンシャル計

太陽光発電
風⼒発電
中⼩⽔⼒発電
地熱発電
太陽熱
地中熱



9 
 

2. 温室効果ガス排出量の推計 
 

本市における、部門・分野の温室効果ガス（CO2）排出量の現況推計は、環境省が地方公
共団体実⾏計画策定・実施支援サイトにて毎年度公表している「自治体排出量カルテ」の結
果から以下のとおりとなりました。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1  本市の部門別 CO2 排出量（2020 年度） 出典︓自治体排出量カルテ 
 

 

 
図 2-2  本市の部門別 CO2 排出量及び経年変化  出典︓自治体排出量カルテ 
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産業部門 業務その他部門 家庭部門 運輸部門 廃棄物分野（一般廃棄物）

2020年度
排出量

(千t-CO2)
合  計  161 100%

産業部門 19 12%
製造業 6 4%
建設業・鉱業 2 1%
農林⽔産業 11 7%

業務その他部門 34 21%
家庭部門 37 23%
運輸部門 68 42%

自動⾞ 57 36%
旅客 26 16%
貨物 31 19%

鉄道 2 1%
船舶 8 5%

廃棄物分野（一般廃棄物） 3 2%

部門 構成比
産業部門

12%

業務その他部門

21%

家庭部門

23%

運輸部門

42%

製造業

建設業・鉱業

農林⽔産業

業務その他部門

家庭部門

自動⾞

鉄道

船舶

一般廃棄物
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図 2-3 本市の部門別 CO2 排出量及び全国・県排出量との比較 出典︓自治体排出量カルテ 

 

現況推計の結果、本市の CO2 排出量には以下の特徴があります。 
 運輸部門が市域の CO2 排出量全体の 42%と、全国・県と比較して排出量比率が⾼

い。運輸部門のうち、自動⾞の占める割合が最も⾼く、市域の CO2 排出量全体の
36%である。 

 産業部門は全体の 12%と、全国・県と比較して排出量の割合が低い。 
 業務その他及び家庭部門は、全国・県と比較して、同程度の排出量の割合である。 
 伊豆市の全排出量は基準年度（2013（平成 25）年度）と比較して約 32.1%削減（う

ち運輸部門は約 23.6%削減）された。 
 

現状趨勢（BAU※）ケースは、今後追加的な対策を⾏わないケースであり、将来の総量目
標を策定する際の基準排出量として用いられます。BAU ケースの将来推計は、直近年度で
ある 2020 年を「現状年度」と設定し、自治体排出量カルテに基づき経年推移のグラフを活
動量の推移として算定しました。        ※BAU︓「Business As Usual」の略語 

 

 

 

 

 

 

 
  

43%

36%

12%

18%

18%

21%

18%

19%

23%

19%

25%

42%

2%

2%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

静岡県

伊豆市

産業部門 業務その他部門 家庭部門 運輸部門 廃棄物分野（一般廃棄物）

図 2-4 BAU 排出量の算定方法 出典︓環境省「自治体排出量カルテの活用について」 
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以下の表に、自治体排出量カルテを基に推計した、部門別の活動量の変化を示します。 
 

表 2-1 分野別の活動量項目及び 2030 年度活動量の変化 

 
※自動⾞台数の変化率は人口の変化率と同程度と想定 
※※伊豆市の目標人口（シミュレーション１） 
※※※焼却施設の年間処理量 

 
 推計の結果、BAU ケースは基準年度(2013 年度）に対し約３５％の削減となりました。 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 

 
図 2-5 基準年度・現状年度及び BAU ケース排出量推移 

 
 

活動量 2020 年度 2030 年度 活動量 
（単位） 現状年度 目標年度 の変化率 

想定 (2020 年度比) 
合  計 ー ー ー ー 

産業部門 ー ー ー ー 
製造業 製造品出荷額等 （億円） 120.6 121.3 1.01 
建設業・鉱業 建設業・鉱業・従業者数 （人） 875 913 1.04 
農林⽔産業 農林⽔産業・従業者数 （人） 225 261 1.16 

業務その他部門 業務その他・従業者数 （人） 10,352 10,395 1.00 
家庭部門 世帯数 （世帯） 13,435 13,345 0.99 
運輸部門 ー ー ー ー 

自動⾞ ー ー ー ー 
旅客 旅客自動⾞台数 ※ （台） 18,796 16,388 0.87 
貨物 貨物自動⾞台数 ※ （台） 6,877 5,996 0.87 

鉄道 人口 ※※ （人） 29,784 25,969 0.87 
船舶 入港船舶総トン数 （トン） 1,487,969 1,370,952 0.92 

廃棄物分野（一般廃棄物） 一般廃棄物焼却量 ※※※ （トン） 8,398 8,257 0.98 

部門・分野 

3 2 3 2 
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2013 年度比約 35%削減 
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表 2-2 基準年度・現状年度及び BAU ケース CO2 排出量等 推計結果 

 
本表は単位未満四捨五入のため、合計が一致しない場合がある。 
 

対策実施ケースは、温室効果ガス削減可能量の試算を含む対策を実施したケースとして、
推計しました。以下の図に示すとおり、国の「地球温暖化対策計画」に示される削減⾒込量
を算出し、BAU ケースにおいて算出した温室効果ガス排出量から控除するものとして推計
しました。 

削減⾒込量の試算は、国の「地球温暖化対策計画の対策の削減量の根拠（2021 年 10 月）」
から、本市に関連する事項（対策）を抽出し、実施しました。 

 

  
図 2-6 対策実施ケースの削減イメージ 

  

2013年度
基準年度

2019年度
2020年度
現状年度

BAUケース
2030年度

BAUケース
2013年度比

BAUケース
2013年度比

排出量 排出量 排出量 排出量 削減量 削減率
（千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) (%)

合  計  237 179 161 154 83 35%
産業部門 29 22 19 21 8 28%

製造業 10 7 6 6 4 41%
建設業・鉱業 3 2 2 2 1 26%
農林⽔産業 17 13 11 13 3 21%

業務その他部門 65 42 34 35 30 46%
家庭部門 52 36 37 37 15 29%
運輸部門 89 77 68 59 29 33%

自動⾞ 73 63 57 50 23 31%
旅客 36 30 26 23 13 36%
貨物 37 33 31 27 10 27%

鉄道 3 2 2 2 1 38%
船舶 13 11 8 8 6 42%

廃棄物分野（一般廃棄物） 2.6 2.4 2.6 2.4 0.2 8%

部門・分野

CO2排出量

CO2排出量

【現状趨勢ケース（BAU）ケースによる減少量】
活動量の変化による増減

【国の「地球温暖化対策計画」による削減⾒込量】

国の取組との連携による削減
＋

電⼒排出係数の低減による削減

基準年度
2013年・平成25年

目標年度
2030年・令和12年

森林吸収量
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表 2-3 対策実施ケースの削減⾒込み量を推計する根拠とした資料・条件 

根拠 根拠となる資料・条件 
国の取り組みと
の連携による削
減 

国の「地球温暖化対策計画」参考表「地球温暖化対策計画における
対策の削減量の根拠」（2021 年 10 月）による。各種対策による排
出削減及び省エネの⾒込量から、伊豆市分を按分した。 

電⼒排出係数の
低減 

東京電⼒エナジーパートナー(株)の電⼒排出係数及び、2030 年度
電⼒排出係数は「2030 年度におけるエネルギー需給 の⾒通し」に
基づく、2030 年度の全電源平均の電⼒排出係数 0.25kg-CO2/kWh
とした。 

 
国の取り組みとの連携による削減⾒込量、及び電⼒排出係数の低減による本市分の削減

⾒込量を算出した結果、温室効果ガス削減⾒込量は約２７．６千 t-CO2 となりました。 
 

表 2-4 国の取り組みとの連携等による削減⾒込量（2030 年度） 

 
  

CO2排出量
千t-CO2

産業
○ FEMS（⼯場・プラント施設のエネルギーマネジメントシステム）を利
用した徹底的なエネルギー管理の普及支援 等

0.07

家庭 ○ 脱炭素ライフスタイルへの転換（デコ活の推進）等 0.01

業務その他 ○ 脱炭素ライフスタイルへの転換（デコ活の推進）等 0.01

運輸 ○ 公共交通機関及び自転⾞の利用促進（自転⾞の利用促進）等 0.06

0.2
産業部門 製造・建設・農林合計 1.5

家庭部門 家庭部門 13.5

業務その他部門 業務部門 12.4

27.4
27.6

国との連携による施策・対策 ⼩計（切り上げ）
電⼒排
出係数

の
低減

電⼒排出係数の低減 ⼩計（切り上げ）

対策実施ケース（国の施策との連携及び排出量係数の低減による）削減量 合計

製造業

部門 ・分野 主な取り組み事項 
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3. 温室効果ガス排出量の削減目標 
 

国の地球温暖化対策計画における日本の温室効果ガス削減目標は、「2030 年度において
2013 年度比４６％削減の⽔準」(吸収量を差し引いたもの)となっています。 

表 3-1 国の温室効果ガス削減目標 （億 t-CO2） 

 
出典︓「地球温暖化対策計画」（令和３年 10 月 22 日閣議決定）概要版 

 
また、静岡県の「第 4 次静岡県地球温暖化対策実⾏計画(2022〜2030)」における、県の

温室効果ガス削減目標は、「2030 年度において 2013 年度比４６．６％削減することとし、
更なる⾼みを目指す」とされています。なお、県の削減目標は、国の目標と同様に「森林吸
収量」を考慮した値です。 

表 3-2 静岡県の分野別温室効果ガス削減目標（万 t-CO2、％） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓「第 4 次静岡県地球温暖化対策実⾏計画(2022〜2030)」（令和 4 年 3 月 静岡県） 



15 
 

国のカーボンニュートラル宣言や「地球温暖化対策計画」における目標、削減⾒込量、及
び静岡県地球温暖化対策実⾏計画を踏まえて、本市の削減目標は、以下のとおり温室効果ガ
ス排出量の削減目標を設定します。 

 
 
 

表 3-3 伊豆市における分野別削減目標 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-1 基準年度・現状年度及び BAU・対策実施ケース排出量推移  

2013年度 2020年度 2030年度 2030年度 2030年度 2030年度 参考
実績 実績 BAUケース 削減 排出量 削減割合目標 静岡県目標※

(基準年度) （現状年度） 推計 ⾒込み量 (目標年度) (基準年度比) (基準年度比)

237 161 154 27.6 126 46.6% 46.6%

29 19 21 1.6 19 33.5% 39.2%

10 6 6 ― ― ― ―
3 2 2 ― ― ― ―

17 11 13 ― ― ― ―
65 34 35 12.4 22 65.7% 69.8%

52 37 37 13.5 23 54.9% 47.5%

89 68 59 0.1 59 33.3% 26.9%

73 57 50 ― ― ― ―
旅客 36 26 23 ― ― ― ―
貨物 37 31 27 ― ― ― ―

3 2 2 ― ― ― ―
13 8 8 ― ― ― ―

3 3 2 ― 2 7.9% 36.0%

45 ― ― ― ―
2013年度

維持
―

本表は単位未満四捨五入のため，合計が一致しない場合がある。

排出量・吸収量

廃棄物分野（一般廃
棄物）・非エネ起源

森林吸収量※※

※県目標は「森林吸収量」を考慮した値として2013年比46.6%削減相当
※※森林吸収量は、「第4次静岡県地球温暖化対策実⾏計画」より森林面積による伊豆市の按分値

業務その他部門

家庭部門

運輸部門

※※
※

自動⾞

鉄道
船舶

温室効果ガス

（単位︓千t- CO2）

合計

産業部門

※※
※

製造業
建設業・鉱業
農林⽔産業

市域全体の削減目標 
2030(令和 12)年度までに 2013（平成 25)年度⽐で４6.6％以上削減 

3 2 3 2 2 

89 
77 68 59 59 

52 
36 

37 
37 

23 

65 

42 

34 
35 

22 

29 

22 

19 
21 

19 

237 

179 

161 
154 

126 

0.0
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2013年度

基準年度
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現状年度

BAUケース

2030年度

対策実施ケース

2030年度

（千t-CO2） 産業部門 業務その他部門 家庭部門 運輸部門 廃棄物分野（一般廃棄物） 2030年度目標排出量値

国の取組との連携等
による削減⾒込量
約27.6千t-CO2

2013年度⽐
約３５%削減

2030 年度目標
2013 年度⽐46.6%

削減

126千t-CO2

2013年度⽐
４６．６%削減
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4. 温室効果ガス排出削減等に関する対策・施策 
 

本市は、「かけがえのない地球を守る⼩作戦」を宣言し、2050 年までにカーボンニ
ュートラルとプラスチックごみ排出ゼロを目指しています。 

基本方針の実現に向けては、以下のとおり５つの施策を柱としてすすめます。 
 
① 運輸部門に係る施策 
② 業務その他部門に係る施策 
③ 家庭部門に係る施策 
④ 廃棄物分野に係る施策 
⑤ ⼆酸化炭素の吸収源に係る施策 

 

 
図 4-1 基本方針と基本施策 
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① 運輸部門 
運輸部門では、CO2 排出量における自動⾞起源の占める割合が⾼いため、自動⾞利用に関

する⾏動変容、移動⼿段の選択等により環境負荷の低減を目指します。 
 

表 4-1 運輸部門に係る施策 
基本施策 取り組み 

省エネルギー⾏動の普及 エコドライブの促進 
公共交通機関の利用促進 地球温暖化ガスの排出が少ない交通⼿段の選択推進 
自転⾞利用の促進 移動⼿段としての自転⾞選択の推進 

 
＜年度別導入施策イメージ＞ 

年度 
取り組み項目 2024  2025  2026 2027 2028 2029 2030 

エコドライブの促進        
地球温暖化ガスの排出が少
ない交通⼿段の選択推進        

移動⼿段としての自転⾞選
択の推進        

 
＜導入施策イメージ＞ 短期︓2024〜2027 年度、⻑期︓2027 年度以降めやす 

 
※CSC: 日本サイクルスポーツセンター 

  

基本施策 区分
導入
時期

段階 取り組み内容

1
省エネルギー⾏
動の普及

エコドライブの促進 短期
継続
実施

エコドライブの取組促進
（法定速度を遵守、急発進、急停⽌しない）

2
公共交通機関の
利用促進

地球温暖化ガスの排出
が少ない交通⼿段の選
択推進

短期
継続
実施

利用しやすい公共交通・魅⼒向上事業︓
利用推進策の充実
（シニア向け市内路線バス『いきいきパス』の販売）

短期
⻑期

継続
実施

市⺠の自転⾞乗れる率100％に向けた取組
（⼩学生向け自転⾞乗り方教室、シニア向け電動アシスト自転⾞教
室開催）

⻑期
検討・
協議・
実施

サイクルシェアリングのサービス拡充

⻑期
検討・
協議・
実施

自転⾞を活用した健康づくりの推進
（CSC※等とともに、生活習慣病の予防、自転⾞の運動効果による
市⺠向け健康増進事業の展開

3
自転⾞利用の促
進

移動⼿段としての自転
⾞選択の推進

 継続実施 

 継続実施  検討・協議  

 継続実施 

継続実施 検討・協議 



18 
 

② 業務その他部門 
業務その他部門には、地域の代表的な産業である、宿泊・飲食サービス業が含まれます。

こうした代表的な産業となる事業者を中心に、省エネルギー⾏動に対する意識啓発として
省エネルギー診断や省エネルギーに向けた設備導入促進等を通じて、環境負荷の低減を目
指します。 

表 4-２ 業務その他部門に係る施策 
基本施策 取り組み 

省エネルギー建物・設備等の
普及 

省エネルギーに向けた設備導入促進 

省エネルギー⾏動の普及 

省エネルギー⾏動の推進（脱炭素ライフスタイルへの転換
促進等） 

環境イベントへの参加促進 

地球温暖化対策に係る人材育成促進 

エネルギーマネジメントシステム普及促進 

再生可能エネルギーの普及啓
発と導入検討 

再生可能エネルギー発電設備等の普及啓発・促進 
再生可能エネルギーによる電⼒利用への切り替えの啓発・
普及促進 

 
 
＜年度別導入施策イメージ＞ 

年度 
取り組み項目 2024  2025  2026 2027 2028 2029 2030 

省エネルギーに向けた設
備導入促進        

省エネルギー⾏動の推進        
環境イベントへの参加促
進        

地球温暖化対策に係る人
材育成促進        

脱炭素ライフスタイルへ
の転換促進        

エネルギーマネジメント
システム普及促進        

再生可能エネルギー発電
設備等の導入促進        

再生可能エネルギーによ
る電⼒利用への切り替え
促進 

       

 

 検討・協議  

 検討・協議   継続実施 

 検討・協議  

 検討・協議  

 検討・協議  

 検討・協議   診断補助実施 

 検討・協議  

 検討・協議  

継続実施 検討・協議 
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＜導入施策イメージ＞ 短期︓2024〜2027 年度、⻑期︓2027 年度以降めやす 

 
 
  

基本施策 取り組み
導入
時期

段階 取り組み内容

短期
⻑期

検討・
協議・
実施

省エネルギー型の設備に関する導入促進・支援の検討
（V2H充放電設備の補助⾦）

短期
⻑期

検討・
協議・
実施

公用⾞更新、新規導入等の場合は、低公害⾞の導入を検討

短期
⻑期

検討・
協議・
実施

公共施設における省エネルギー設備について積極的に検討・導入

短期
⻑期

検討・
協議・
実施

パンフレット等での環境意識呼びかけ、省エネルギー⾏動⾏動の実
践

短期
⻑期

検討・
協議・
実施

環境に配慮した事業の消費者、滞在者への PR

環境イベントへの参加
促進

短期
⻑期

検討・
協議・
実施

シンポジウムや研修会の開催
市の環境を活かしたイベント等開催・参加促進

⻑期
検討・
協議・
実施

環境調和型観光業の育成、産業⼒協⼒会議の実施検討

短期
⻑期

検討・
協議・
実施

事業者団体等との体制づくり

エネルギーマネジメン
トシステム普及促進

短期
検討・
実施

事業者向け省エネルギー診断・温室効果ガス排出量診断事業

⻑期
検討・
協議

再生可能エネルギーの導入促進に関する普及啓発
再生可能エネルギーの活用促進

再生可能エネルギーに
よる電⼒利用への切り
替えの啓発・普及促進

⻑期
検討・
協議・
実施

 ⼩売電気事業者が提供する再エネ電気プランの情報提供・切り替え
促進

1
省エネルギー建
物・設備等の普
及

省エネルギーに向けた
設備導入促進

2
省エネルギー⾏
動の普及

地球温暖化対策に係る
人材育成促進

3
再生可能エネル
ギーの普及啓
発・導入検討

再生可能エネルギー発
電設備等の普及啓発・
促進

省エネルギー⾏動の推
進(脱炭素ライフスタイ

ルへの転換促進等）
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コラム︓温泉旅館の脱炭素の取り組み（公益社団法⼈国際観光施設協会） 
公益社団法人国際観光施設協会は、⼩さなエネルギーでエコロジカルに施設を運営する

「エコ・⼩」活動を 10 年間継続し、環境省「節電・CO2 削減のための実践促進モデル事
業」や観光庁「宿泊業の生産性向上推進事業」など 10 余りの事業などで、全国で 100 軒
余りの温泉旅館の実態調査を実施しています。 

温泉旅館はエネルギー利用の無駄が多く、利
用客 1 人当たり CO2 排出量は 30〜35kg/日
と、家庭の 10 倍になり、昨今のエネルギー価
格⾼騰で経営を圧迫しています。地球温暖化防
⽌対策で宿泊施設の脱炭素化には無駄を無く
し、設備を改善し、温泉、⽔、風などの地域エ
ネルギーの利用有効に舵を切ることが必要で
す。 

また、協会では、1 人当たり CO2 排出量を
自動計算するデータシートを公開していま
す。データシートは、給⽔、電気、油ガスの
使用量と毎月の利用客数を調べることで、使
い方の「ムダ」を探し、その改善方法を⾒つ
けるための基礎的な情報を得る為のシートを
公開しています。 
出典︓環境省 デコ活サイト HP・公益社団法人国際観光施設協会 HP「エコ・⼩ 委員会 ⽔光熱使用量デ

ータシートの記入方法」より一部編集  

コラム︓EV と家庭をつなぐ給電システム︓V2H 
V2H は”Vehicle to Home”の略
称で、EV（Electric Vehicle）
等に搭載された電池から家庭
（Home)に電⼒を供給できる機
能です。 

電気自動⾞（EV）の電池を非常
用電源として使用したり、EV

に貯めた電気をうまく利用して
電気代を節約することもできま
す。 

出典︓一般社団法人次世代自動⾞振興センターHP「次世代自動⾞について知る／V2H（Vehicle to 
Home）充放電設備」 
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③ 家庭部門 
家庭部門では、市⺠一人ひとりの取り組みとなるため、たとえ⼩さな取り組みであっても、

できるだけ多くの人が、継続して無理のない範囲で取り組む必要があります。このため、省
エネルギー⾏動の普及を図り、推進するとともに、省エネルギー建物・設備等や再生可能エ
ネルギーの普及と導入をすすめることで、環境負荷の低減を目指します。 

 
表 4-3  家庭部門に係る施策 

基本施策 取り組み 

省エネルギー建物・設備等
の普及と導入 

省エネルギーに向けた設備導入促進 

省エネルギー⾏動の普及 
省エネルギー⾏動の実施推進（ライフ・ワークスタイルの
転換推進等） 
環境イベントへの参加呼びかけ 

ごみの発生抑制 
ごみの減量化の徹底 
食品ロスの削減 

再生可能エネルギーの普及
啓発と導入検討 

住宅への太陽光発電設備等の導入のための普及啓発 
再生可能エネルギーによる電⼒利用への切り替えの啓
発・普及促進 

 

＜年度別導入施策イメージ＞  
年度 

取り組み項目 2024  2025  2026 2027 2028 2029 2030 

省エネルギーに向けた設
備導入促進        

ZEH※宅の導入促進        
省エネルギー⾏動の実施
推進        
環境イベントへの参加呼
びかけ        
ライフ・ワークスタイルの
転換推進        
住宅への太陽光発電設備
等の導入推進        
再生可能エネルギーによ
る電⼒利用への切り替え
促進 

       

※ZEH ネット・ゼロ・エネルギー・ハウスの略称。⾼断熱・⾼気密化、⾼効率設備によって使うエネル
ギーを減らしながら、太陽光発電などでエネルギーをつくり出し、年間で消費する正味エネルギー量が
おおむねゼロ以下になる住宅のことです。 

  

 検討・協議  

 検討・協議   

 検討・協議   継続実施 

 検討・協議   継続実施 

 検討・協議  

 検討・協議  

 検討・協議  

継続実施 検討・協議 
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＜導入施策イメージ＞ 短期︓2024〜2027 年度、⻑期︓2027 年度以降めやす 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

  

基本施策 取り組み
導入
時期

段階 取り組み内容

短期
⻑期

検討・
協議・
実施

省エネルギー型の設備に関する導入促進・支援の検討
（V2H充放電設備の補助⾦）

⻑期
検討・
協議

省エネ設備（断熱リフォーム・⾼効率給湯器・省エネ改修等）の普
及促進

省エネルギー⾏動の実
施推進（ライフ・ワー
クスタイルの転換推進

短期
⻑期

検討・
協議・
実施

デコ活アクションの推進（省エネ、エコグッズ、食べ残しゼロ、テ
レワークやクールビス・ウォームビズを含む普及啓発および実践）

環境イベントへの参加
呼びかけ

短期
⻑期

検討・
協議・
実施

地球温暖化防⽌活動の周知・啓発

短期
⻑期

継続
実施

燃やすごみの減量と資源化（⽔切り運動促進・啓発等）

短期
⻑期

継続
実施

生ごみ処理容器（コンポスト等）の購入費補助⾦

短期
⻑期

継続
実施

廃食用油の資源化（廃食用油・植物性のステーション回収と再利用
事業）の継続と拡大

短期
⻑期

継続
実施

食品ロス削減および普及啓発
（賞味期限等の正しい認識の周知、「３キリ（⽔キリ、食べキリ、
使いキリ）運動」の紹介、エコクッキングの啓発）

短期
⻑期

継続
実施

地産地消の推進
（農作物直売所設置促進、飲食店・宿泊施設等での地産地消の推
進）

住宅への太陽光発電設
備等の導入のための普
及啓発

短期
⻑期

継続
実施

伊豆市住宅用再生エネルギー機器設置費補助⾦による導入推進
蓄電池導入に関する補助⾦の検討

再生可能エネルギーに
よる電⼒利用への切り
替えの啓発・普及促進

⻑期
検討・
協議・
実施

 ⼩売電気事業者が提供する再エネ電気プランの情報提供・切り替え
促進

1
省エネルギー建
物・設備等の普
及と導入

省エネルギーに向けた
設備導入促進

2
省エネルギー⾏
動の普及

3 ごみの発生抑制

ごみの減量化の徹底

食品ロスの削減

4
再生可能エネル
ギ ー の 普 及 啓
発・導入検討

コラム︓脱炭素ライフスタイルへの転換促進 
国は、2050 年カーボンニュー

トラル及び 2030 年度削減目標
の実現に向けて、国⺠・消費者の
⾏動変容、ライフスタイル変革を
強⼒に後押しするため、新しい国
⺠運動「デコ活」を展開中です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
出典︓環境省 HP 「デコ活《脱炭素につながる将来の豊かな暮らしの絵姿》」 
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④ 廃棄物分野 
廃棄物分野では、市⺠や事業者も取り組みの中心となる、ごみの排出量の削減（減量化）、

食品ロス削減、及び地産地消の推進等をすすめることで、環境負荷の低減を目指します。 

 
表 4-4 廃棄物分野に係る施策 

基本施策 取り組み 

ごみの発生抑制 
ごみの減量化の徹底 
食品ロスの削減、地産地消の推進 

プラスチックごみリサイク
ルの推進 

サーマルリサイクルからマテリアルリサイクルへの変換 

 
＜年度別導入施策イメージ＞ 

年度 
取り組み項目 2024  2025  2026 2027 2028 2029 2030 

ごみの減量化の徹底        
食品ロスの削減、地産地消
の推進 

       

サーマルリサイクルからマ
テリアルリサイクルへの変
換 

       

 
＜導入施策イメージ＞ 短期︓2024〜2027 年度、⻑期︓2027 年度以降めやす 

  

基本施策 取り組み
導入
時期

段階 取り組み内容

短期
⻑期

継続
実施

燃やすごみの減量と資源化（⽔切り運動促進・啓発等）

短期
⻑期

継続
実施

生ごみ処理容器（コンポスト等）の購入費補助⾦

短期
⻑期

継続
実施

廃食用油の資源化（廃食用油・植物性のステーション回収と再利用
事業）の継続と拡大

短期
⻑期

継続
実施

食品ロス削減および普及啓発
（賞味期限等の正しい認識の周知、「３キリ（⽔キリ、食べキリ、
使いキリ）運動」の紹介、エコクッキングの啓発）

短期
⻑期

継続
実施

地産地消の推進
（農作物直売所設置促進、飲食店・宿泊施設等での地産地消の推
進）

2
プラスチックご
みリサイクルの
推進

サーマルリサイクルか
らマテリアルリサイク
ルへの変換

短期
⻑期

継続
実施

プラスチックの排出抑制・資源化の協⼒
（マテリアルリサイクル（再生利用）が容易なプラスチック製品を
使用、排出する場合は分別に努める）

1 ごみの発生抑制

ごみの減量化の徹底

食品ロスの削減、地産
地消の推進

 検討・協議   

 検討・協議   

 

継続実施 検討・協議 
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コラム︓マテリアルリサイクルとは︖ 
マテリアルリサイクル（材料リサイクル）とは、

廃プラスチックを溶とかして、もう一度プラスチッ
クの原料にして、新しい製品をつくる技術です。 

マテリアルリサイクルされるものは、以前は加⼯
や商品の流通段階における、プラスチックの種類が
はっきりしており、異物の少なく、まとまった量の
ある廃プラスチックがほとんどでした。 

現在は容器包装リサイクル法が施⾏され、家庭や
店舗・事務所から出る廃プラスチックも分別や製造
加⼯技術の向上によりマテリアルリサイクルの対象
となるものがペットボトルを中心に増えています。 

マテリアルリサイクルするとき、よごれ異物が多
いと、品質の良いリサイクル製品ができません。使
用済みのプラスチックはよく洗って、市のルールに
したがい分別して出すことが大切です。 

 
出典︓（一社）プラスチック循環利用協会 HP 

「プラスチックのはてな」 

マテリアルリサイクルするときに 
気を付けること 

マテリアルリサイクルのしくみ 

コラム︓温暖化対策アプリ『クルポ』楽しみながらエコにチャレンジ︕(静岡県） 
静岡県では、地球温暖化対策アプリ『クルポ』を活用して、身近に楽しみながら温室効

果ガスの削減に取り組んでいただけるよう、県⺠運動「ふじのくに COOL チャレンジ」
を展開しています。 

脱炭素アクション(協力店での食べきり

や、リサイクル BOXの利用、えねシェア

等）に応じてポイントを付与し、抽選で
県内企業の食事券や商品券などが当たり
ます。まずはアプリをダウンロードして
みましょう。 

 
 

  
 
 
 
 
 
 
 

出典︓静岡県 HP https://f-cc.net/cool-po/ 

スマホでダウンロード用 
QR コードを読み込もう︕ 
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⑤ ⼆酸化炭素の吸収源に関する分野 
⼆酸化炭素の吸収源に関する分野では、森林の管理（施業）を実施することで、⼆酸化炭

素吸収源としての森林を整備促進し、保全を図ります。 

 
表 4-5 ⼆酸化炭素の吸収源に係る施策 

 

＜年度別導入施策イメージ＞ 
年度 

取り組み項目 2024  2025  2026 2027 2028 2029 2030 

森林吸収源の整備促進        

 
＜導入施策イメージ＞ 

 
 
 
  

基本施策 取り組み
導入
時期

段階 取り組み内容

1
地球温暖化ガス
吸収源の保全と
拡充

森林吸収源の整備促進
短期
⻑期

検討・
協議・
実施

・森林整備の推進
・市内の建築物での市産材使用

基本施策 取り組み 
地球温暖化ガス吸収源の保
全と拡充 

森林吸収源の整備促進 

コラム︓森林施業とは︖ 
施業とは、人が森林に対して⾏う⼿入れの総称
です。植栽（植林）、下刈り、除伐、間伐、伐採
などを含みます。スギ・ヒノキなどの人⼯林や、
いわゆる⾥山林などは、人の⼿が入ってはじめ
て健全な状態が保たれるものであり、放置され
た森林は荒廃が進み、大⾬による⼟砂災害等が
おこりやすくなります。 森林施業は、市内の
⺠有林について定める⻑期的なマスタープラ
ンであり、伊豆市森林整備計画に沿って実施す
るものです。 

出典︓伊豆市環境基本計画（平成 28 年 3 月)「主な用語の解説」 

2050 年カーボンニュートラルの実現に貢献するためには、森林・林業基本計画に基づき、
間伐や再造林等の森林整備、建築物等における⽊材利用の拡大等を図ることが不可⽋とされ
ています。参考︓林野庁資料「森林と脱炭素をめぐる情勢について」(令和 4 年 1 月 31 日) 

 継続実施 
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5. 区域施策編の実施及び進捗管理 
本計画の実施及び進捗管理は以下のとおりとします。 

「１（４）推進体制」で定めた推進体制に基づき、庁内関係部局や庁外ステークホルダー
との適切な連携の下に、各年度において実施すべき対策・施策の具体的な内容を検討し、着
実に実施します。 

 

毎年度、区域の温室効果ガス排出量について把握するとともに、その結果を用いて計画全
体の目標に対する達成状況や課題の評価を実施します。また、各主体の対策に関する進捗状
況、個々の対策・施策の達成状況や課題の評価を実施します。さらに、それらの結果を踏ま
えて、毎年一回、区域施策編に基づく施策の実施の状況を公表します。 
 

毎年度の進捗管理・評価の結果や、今後の社会状況の変化等に応じて、適切に⾒直すこと 
とします。 
 

 
図 5-1 PDCA サイクル 

PLAN 
計画の策定 

ＰＤＣＡ 
サイクル DO 

計画の実⾏ 

CHECK 
点検と評価 

ACTION 
⾒直しと改善 


